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ⅠⅠ．．私たちの郷土“ふくしま”私たちの郷土“ふくしま”

本章に記載している各種データの出所

人 口 福島県 現住人口調査月報

経済指標等

福島県 各種公表データ

日本銀行「全国企業短期経済観測調査」

経済産業省「工業統計調査」

1



福島県は東北地方の最南端、首都圏から概ね２００ｋｍ圏内に位置し地理的優位性が高く、豊かな自然環境に
恵まれた観光資源が豊富であるとともに、新幹線、高速道路、空港、港湾などの交通インフラが整備されている。

●県土が広く多極分散型の地域構造。

総面積１３，７８２ｋ㎡（全国第３位）

人口２０６．８万人（全国第１８位）＜平成１９年９月１日現在＞

県内６０市町村（１３市、３２町、１５村）＜平成１９年１１月１６日現在＞

１．福島県の概況１．福島県の概況

473千人

543千人303千人

199千人

198千人

350千人

○内の数字は、平成１９年９月1日
現在の各地区の総人口

郡山郡山
地区地区

福島福島
地区地区

相双相双
地区地区

いわきいわき
地区地区

会津会津
地区地区

白河白河
地区地区

福島市・二本松市・福島市・二本松市・
伊達市・伊達郡・伊達市・伊達郡・
安達郡安達郡

郡山市・須賀川市・田村市郡山市・須賀川市・田村市
本宮市・田村郡・岩瀬郡本宮市・田村郡・岩瀬郡

会津若松市・喜多方市・会津若松市・喜多方市・
耶麻郡・河沼郡・耶麻郡・河沼郡・
大沼郡・南会津郡大沼郡・南会津郡

白河市・西白河郡・白河市・西白河郡・
石川郡・東白川郡石川郡・東白川郡

南相馬市・相馬市・南相馬市・相馬市・
相馬郡・双葉郡相馬郡・双葉郡

いわき市いわき市
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平成１７年における福島県の製造品出荷額は５．５兆円と東北地区の３２．７％を占める。（東北平均２．７兆円）

福島 5.5兆円
32.7%

岩手
2.3兆円

山形 2.8兆円
16.9%

宮城 3.5兆円
21.0%

秋田
1.4兆円

青森
1.2兆円

○「福島県はものづくり東北№１」

○農業産出額は２千５百億円で全国１３位 ＜平成１７年＞

２２．福島県の．福島県の産業産業

○年間商品販売額は４兆７千億円で全国２１位 ＜平成１６年＞

●平成１７年製造品出荷額（東北６県） ●東北地区市町村別「ものづくり」関連順位（平成１７年）

（１）製造品出荷額等
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第1位 福島県いわき市 775
第2位 宮城県仙台市 676
第3位 福島県郡山市 592

第1位 1兆700億円福島県いわき市
第2位 福島県郡山市 9,666億円
第3位 宮城県仙台市 8,466億円
（２）事業所数（事業所）

（３）従業者数（人）

第1位 27,820福島県いわき市
第2位 21,663福島県郡山市
第3位 18,478福島県福島市

●福島県における観光客入込数の推移 （単位：万人）

１７年 １８年
いわき地区 1,006 1,093 8.7%
会津地区 1,569 1,674 6.7%
県全体 5,299 5,623 6.1%

伸び率

○観光振興による地域活性化の動きが加速

いわき地区：映画「フラガール」の大ヒット

会津地区：「極上の会津キャンペーン」による会津ブランドの発信

⇒観光客入込数が増加
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請負金額 対前年比

公共工事請負額は減少傾向が続いているものの、鉱工業生産指数が安定的に推移し、大型小売店販売額や
住宅着工戸数が対前年比プラスに転じるなど、全体的には明るい動きが見られる。

３３．福島県の経済動向．福島県の経済動向（１）（１）
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●公共工事請負額●大型小売店販売額
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0.77

0.45

0.60

0.80

0

20

40

60

H14 H15 H16 H17 H18

0.0
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工場立地件数 有効求人倍率

福島県の平成１８年の工場立地件数は全国６位の６７件となっており、雇用の創出と地域活性化に寄与している。

３３．福島県の経済動向．福島県の経済動向（２）（２）
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●工場立地件数と有効求人倍率

（件） （％）

●工場立地に占める県外企業の割合（平成18年）
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●東北における県別工場立地件数（平成18年）
（件）
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ⅡⅡ．平成１．平成１９９年度年度 中間中間決算の概要決算の概要
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１１．平成．平成１９１９年度年度 中間中間決算の概要決算の概要
貸出金や預かり資産の増強に加え、与信関係費用が引き続き低位で推移し、中間純利益は
前年同期比１億円増加の３１億円となる。

19年3月期 18年9月期
（ａ）

19年9月期
（ｂ）

増減

（ｂ）－ （ａ）

業務粗利益 ４６９

４２４

７０

３６２

１８１

１６２

１２７

▲２

１０８

４

９

１１３

▲９

１０３

６１

２３１ ２３４ ＋３

資金利益

役務取引等利益

人件費 ９１ ９１ ＋０

物件費

一般貸倒引当金繰入額 ▲４ ▲１４ ▲１０

業務純益 ５３ ６４ ＋１０

不良債権処理額

特別損益 ▲２ ▲２ ＋０

７ ２３ ＋１５

３３ ３３ ＋０

経費 １８１ １８４ ＋２

８０ ８３ ＋２

臨時損益 ▲１ ▲９ ▲７

経常利益 ５２ ５４ ＋２

（中間）純利益 ３０ ３１

▲０

▲２

＋３

＋１

２１３ ２１３

コア実質業務純益（※） ６３ ６０

税引前（中間）純利益 ４９ ５２

＜主な要因＞

（単位：億円）

預かり資産関連手数料＋２億円

２ ＋５

※銀行の本来業務で計上された利益
（債券関係損益を除く利益）
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８６

預金利息＋２４億円
貸出金利息＋１８億円
有価証券利息▲２億円

中間純利益が１億円増加

与信関係費用の貸出金平残に
対する割合は０．１％



63.2 60.4

▲24.4
+18.7

▲2.7
+7.6

+0.9 ▲0.7 +0.4 ▲0.9 ▲2.0

20

30

40

50

60

18/上 19/上

1.91

2.12
1.96

1.21 1.211.18

0.23
0.02 0.05

0.0

1.0

2.0

17/上 18/上 19/上

国内コア貸出金利回り

有価証券利回り

預金利回り

２２．．コア実質業務純益コア実質業務純益の状況の状況

●コア実質業務純益の増減要因 （単位：億円）

（％）

コア実質業務純益は、前年同期比２．８億円の減少。
資金利益・役務取引等利益については、前年同期比横ばいとなったものの、Ａｌｗａｙｓカード（クレジットカード）の
新規取扱開始、お客さまに対するサービス拡充等への戦略的投資などにより物件費が２億円増加。

●運用・調達利回り

預
金
利
息

負
担
増

貸
出
金
利
息

収
入
増

有
価
証
券

利
息
収
入
減

そ
の
他

資
金
利
益
増

役
務
取
引
等

収
益
増

役
務
取
引
等

費
用
増

そ
の
他

業
務
利
益
増

人
件
費
増

物
件
費
・
税
金

負
担
増

役務取引等利益
横這い

資金利益
横這い

経費
増加

●１９年度上期に実施した主な戦略的投資

◎営業基盤の強化

Ａｌｗａｙｓカード（クレジットカード）の展開費用

お客さまサービスの拡充に向けたシステム投資

預かり資産相談ブースの拡充

投資信託システムの機能拡充
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26,026
26,323

26,708

2,634

2,472

2,060

650

962

1,305

199

243

286

25,000

26,000

27,000

28,000

29,000

30,000

31,000

32,000

17/9末 18/9末 19/9末

預金 公共債 投資信託 年金保険

３３．．総預かり資産総預かり資産の状況の状況
お客さまの多様化する資金運用ニーズにお応えし、総預かり資産は前年同期比９３２億円増加。
国債や投資信託などの預かり資産残高は平成１９年４月に４，０００億円を突破。

●総預かり資産残高（預金＋預かり資産）の推移

（億円）

●個人総預かり資産（預金＋預かり資産）残高の推移

17,464
17,755

18,378

1,768

2,160

2,306626

934

1,276

199

243

286

17,000

18,000

19,000

20,000

21,000

22,000

17/9末 18/9末 19/9末

預金 公共債 投資信託 年金保険

（億円）

（預金には譲渡性預金・外貨預金も含む）

30,934

28,936

30,001

932億円増加

21,093

20,058

22,248

1,154億円増加

9

預かり資産・・・公共債、投資信託および年金保険

4,226億円



４４．貸出金の状況．貸出金の状況
中小企業向け融資や個人ローンへの積極的取組みにより、国内総貸出金は前年同期比２２６億円増加。
市場金利の動向を踏まえた貸出金利の適正化に努めた結果、貸出金利息が前年同期比１８億円増加。

177

196

176

2.11

1.871.93

0

50

100

150

200

17/上 18/上 19/上

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50
貸出金利息 期中利回り（全体）

18,331
18,153

18,604

499
200

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

17/9末 18/9末 19/9末

国内コア貸出金 本部貸出（億円）

●個人・中小企業等向け融資への取組み状況（１９年９月末現在）

●総貸出金・国内コア貸出金残高の推移

個人・中小企業等向け貸出金
1兆2,091億円

総貸出金に占める割合64.2％

大・中堅企業
3,141億円
（16.7%）

地公体等
3,598億円
（19.1%）
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18,353

※国内コア貸出金： 国内総貸出金から本部貸出金を除いたもの

18,604
18,831

●貸出金利息と利回りの推移

（億円） （%）



５５．貸出．貸出資産の質の状況資産の質の状況

181

10
2

8

2.00

0.100.11 0.03
0

13/上 17/上 18/上 19/上

0

1

2

与信関係費用 貸出金平残に対する割合

495

165 167 122

871

430 437 482

506

521
390

229

0

500

1,000

1,500

2,000

14/3末 17/9末 18/9末 19/9末

要管理債権 危険債権 破産更生債権等
（億円）

●金融再生法開示債権の推移

経営改善・事業再生支援等への積極的な取組みにより、金融再生法開示債権はピーク時より大幅に圧縮。

与信関係費用は貸出金平残の０．１％まで低減し低位で推移している。

11

（億円）

1,873（ピーク時）

1,117

994

●与信関係費用の推移（上期）

4.39

5.29
6.02

10.35

3.794.05

9.08

4.36
3

6

9

12

14/3末 17/9末 18/9末 19/9末

不良債権比率 仮に部分直接償却した場合

（ピーク時）

●金融再生法開示債権比率の推移

（％）

※部分直接償却とは

「破産更生債権等」について、回収困難と認められる額に対し個別貸倒引当金
の計上ではなく、貸倒償却として債権額から直接減額すること。

（％）

（ピーク時）

835



６６．有価証券の状況．有価証券の状況
市場動向等を十分に見極め、有価証券は国債・地方債・社債を中心に、安全性・流動性を考慮して運用。

金利上昇局面を見据えたポートフォリオの見直しにより利回りの引き上げを図った。

●円建債券平均残存期間・利回りの状況

2.28

2.57

3.333.33
3.44

1.04
1.01

1.01

0.990.98

1.5

2.5

3.5

17/上 17/下 18/上 18/下 19/上

0.8

0.9

1

1.1

1.2
円建債券平均残存期間(左軸）

円建債券平均利回り（右軸）

4,689
3,623 3,483

916

692 633

1,712

1,516 2,005

640

642
605

968

800
782

0

3,000

6,000

9,000

17/9末 18/9末 19/9末

国債 地方債 社債 株式 その他
（年）

●有価証券ポートフォリオの構成推移

（億円） 8,928

7,275 7,510

（％）
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７７．役務取引等．役務取引等収益収益の状況の状況

お客さまのニーズに合わせた預かり資産の販売により、１９年９月期における預かり資産関連手数料は
前年同期比２億円の増加となり、役務取引等収益も順調に増加。

●役務取引等収益の推移

5,107

5,341
5,438

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

17/上 18/上 19/上

役務取引等収益

67 94 111

415

705

885139

63

72

0

200

400

600

800

1,000

1,200

17/上 18/上 19/上

公共債 投資信託 年金保険

（百万円）
●預かり資産関連手数料の推移

（百万円）

622

863

1,069
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８８．．自己資本比率（単体）の状況自己資本比率（単体）の状況
自己資本比率については、内部留保の拡充により、国内基準４％を大きく上回る１０．７１％。
ＴｉｅｒⅠ比率についても８．８５％の水準を確保。

●自己資本比率（※１）の推移

10.61 10.71
10.5210.70

10.40

8.61
8.43

8.72
8.85

8.62

7.5

8.0

8.5

9.0

9.5

10.0

10.5

11.0

11.5

17/9末 18/3末 18/9末 19/3末 19/9末

自己資本比率 ＴｉｅｒⅠ比率

19年3月末 19年9月末 前期末比

自己資本 １，４０５ １，４２３ ＋１７

ＴｉｅｒⅠ １，１５１ １，１７６ ＋２４

繰延税金資産

ＴｉｅｒⅡ（※２）

１３５ １４６ ＋１１

２５７ ２５０ ▲７

ＴｉｅｒⅠに占める
繰延税金資産比率

１１．７８％ １２．４７％ ＋０．６９％

（％）
●自己資本の内訳と繰延税金資産比率

（億円）

ＴｉｅｒⅠ＝中核自己資本

（※２）ＴｉｅｒⅡ：一般貸倒引当金・土地再評価差額および劣後社債等

14

（※１）１９／３末より自己資本比率の算出方法を変更



平成１９年度は、トップライン強化に向けた戦略的な投資を行う一方、資金利益や役務取引等利益の向上に
努め、最終６５億円の純利益となる見通し。

９９．平成．平成１９１９年度の業績見通し年度の業績見通し

18年度 19年度見通し 増減

業務粗利益 ４６９ ４８３ ＋１４

資金利益

役務取引等利益 ７０ ７０ ０

人件費 １８１ １８１ ０

物件費

一般貸倒引当金繰入額 ▲２ ▲１４ ▲１２

業務純益 １０８ １２８ ＋２０

不良債権処理額 ９ ３４ ＋２５

経費 ３６２ ３６８ ＋６

１６２ １６９ ＋７

臨時損益 ４ ▲８ ▲１２

経常利益 １１３ １２０ ＋７

当期純利益 ６１ ６５ ＋４

＋４

▲２

４２４ ４２８

コア実質業務純益 １２７ １２５

（単位：億円）

＜主な要因＞

貸出金利息の増加、および有価
証券利息の増加により増益となる
見込み

お客さま情報システムの高度化に
向けた投資を見込む（CRMｼｽﾃﾑ）

６ ２０ ＋１４

最終利益６５億円を確保する見込み

15

与信関係費用の貸出金平残に
対する割合は０．１％程度を見込む



ⅢⅢ．経営方針・経営計画．経営方針・経営計画
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１１．中期経営計画の体系図．中期経営計画の体系図

目指すべき銀行像（長期ビジョン）目指すべき銀行像（長期ビジョン）

株主の皆さま株主の皆さま お客さまお客さま
市 場
市 場地 域地 域

２１世紀のベスト・リージョナルバンク２１世紀のベスト・リージョナルバンク
～お客さま・地域からの信頼に応え、市場・株主からも高く評価される金融グループ～

中 期 経 営 計 画中 期 経 営 計 画

名称：ＴＯＨＯＴＯＨＯ 躍進プラン躍進プラン ２００６２００６
【計画期間：平成18年4月1日～平成21年3月31日】

メインテーマ：「地域における存在感」・「企業価値」の向上に向けて ～１５０週の挑戦～メインテーマ：「地域における存在感」・「企業価値」の向上に向けて「地域における存在感」・「企業価値」の向上に向けて ～１５０週の挑戦～

計数的な計画（最終年度）計数的な計画（最終年度） 経営指標（最終年度目標）経営指標（最終年度目標）

●当期純利益 ７５億円
●コア実質業務純益 １７０億円
●ＲＯＥ ６％程度
●自己資本比率 １１％程度

●当期純利益 ７５億円
●コア実質業務純益 １７０億円
●ＲＯＥ ６％程度
●自己資本比率 １１％程度

●県内貸出金シェア ４０％目指す
●個人ローン残高 ６，０００億円
●投資商品残高 ６，０００億円

●県内貸出金シェア ４０％目指す
●個人ローン残高 ６，０００億円
●投資商品残高 ６，０００億円

トップライン強化プラントップライン強化プラン 地域活力サポートプラン地域活力サポートプラン ガバナンス強化プランガバナンス強化プラン働きがい倍増プラン働きがい倍増プラン

重点プラン重点プラン
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54

61

75

65

17年度 18年度 19年度見込み 20年度目標

10.6 10.5

11.0
10.7

17年度 18年度 19年度見込み 20年度目標

4.4

4.8

6.0

5.0

17年度 18年度 19年度見込み 20年度目標

138

127

170

125

17年度 18年度 19年度見込み 20年度目標

２２．中期経営計画の．中期経営計画の進捗状況進捗状況

コア実質業務純益当期純利益

ＲＯＥ（資本当期純利益） 自己資本比率（※）

※１８年度から新ＢＩＳ基準により算出
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24.4%
21.5%

22.9%
22.0%

28.3%

25.4%

32.7%

30.8%

15%

25%

35%

12/3末 15/3末 17/3末 19/3末

当行 ゆうちょ銀行

３３．福島県内におけるシェア．福島県内におけるシェア

●福島県内預貯金シェア（政府系金融機関等を除く）

4.3%

37.6%
38.0%

37.3%

38.7%

18.1%

19.4%

17.6%17.8%
18.8%

19.6% 19.7%
19.4%

4.2%4.5%5.3%

9.0% 8.8%9.1%9.6%

11.2%11.1%10.6%10.2%

0%

10%

20%

30%

40%

12/3末 15/3末 17/3末 19/3末

当行 県内第二地銀

信用金庫 大手行

県外地銀 その他

福島県内における預貯金のシェアは、平成１２年３月末時点でゆうちょ銀行と１１．２％の開きがあったが、
平成１９年３月末にはその差が１％にまで迫っている。
また、預金シェアについても、３８．７％と順調に推移している。

19

●福島県内預金シェア（ゆうちょ銀行・農協・政府系金融機関等を除く）

11.2％の開き11.2％の開き

Ｈ12/3末 Ｈ19/3末 増 減
当 行 2兆3,812億円 2兆4,794億円 ＋982億円
ゆうちょ銀行 3兆6,271億円 2兆5,861億円 ▲1兆410億円

当行のシェアが
ゆうちょ銀行に迫る勢い

当行のシェアが
ゆうちょ銀行に迫る勢い



４４．．貸出金シェア４０％を目指して貸出金シェア４０％を目指して

～「企業価値の向上」に向け、地域における“存在感”を示す～

県内各地区でのシェアアップを図り、県内貸出金シェア４０％を目指す。
個人ローンの増加等により当行の県内貸出金シェアは順調に上昇。

3.8%

34.4%
36.4%

33.3%

37.8%

20.3%
21.8%

19.2%20.1%

17.2% 16.6% 15.8% 15.6%

3.9%4.1%4.1%

11.8% 9.9%9.9%10.9%

13.8%13.9%13.7%11.8%

0%

10%

20%

30%

40%

12/3末 15/3末 17/3末 19/3末

当行 県内第二地銀 信用金庫
大手行 県外地銀 その他

●福島県内貸出金シェア（農協・政府系金融機関等を除く）

貸出金シェア40％
に向けて順調に上昇

貸出金シェア40％
に向けて順調に上昇
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メガバンクとの「国際業務支援サービス」に関する業務提携により

（年内締結予定） 、海外での工場立地等へのサポート機能を強化

輸入業者向け「クーポンスワップ取引」の推進

貿易セミナーの継続開催

商品在庫等を担保とした融資（ＡＢＬ）への取組み

売掛債権一括信託への取組み開始

1,450

420

1,800

750

1,270

0

500

1,000

1,500

2,000

17/上 17/下 18/上 18/下 19/上

0

5

10

引受金額 件数

５５．．法人向け営業戦略（１）法人向け営業戦略（１）

個社毎の取組み方針の明確化や総合的な金融ニーズに合わせた

ご提案等、県内貸出金シェア４０％の早期達成に向けた取組み

重点地区へ事業性融資推進にかかる専担者を配置

次期経営者・若手経営者対象の、上級マネジメント力取得の場として

「東邦ビジネスカレッジ」を開催

【営業基盤強化運動による貸出金の増強】

【重点地区への取組み】

●中堅・中小企業向け貸出金の増強

●私募債引受件数・金額の推移

（百万円）
（件）

～「貸出関連ニーズ」への対応から「総合的な金融ニーズ」への対応へ～

●次期経営者・若手経営者対象の「東邦ビジネスカレッジ」

【海外進出企業に対する支援に向けた取組み】

21

【新たな金融商品の提案】

【次期経営者・若手経営者とのリレーション強化】

●ソリューション型営業による各種ご提案



「東邦ビジネスローン『最融先』」の推進

＜１９年９月末 融資残高 ９２億円＞

本部組織化による機能強化（平成１９年６月）

電話・ＦＡＸ・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ等のﾀﾞｲﾚｸﾄﾁｬﾈﾙ主体の事業性融資推進

＜１９年４月～９月 融資金額 ６．５億円＞

担保・第三者保証人不要の小口定型商品の推進

654

814875

1,195

0

250

500

750

1,000

1,250

16年度 17年度 18年度 19年度

融資金額

71 92

604

593

400

600

18/3末 18/9末 19/3末 19/9末

スコアリング商品 最融先

５５．．法人向け営業戦略（２）法人向け営業戦略（２）

【外部保証付商品の導入】

【ビジネスローンプラザ（ＢＬＰ）の活用】

【小口審査体制の確立】

（百万円）

（億円）

●小口融資推進体制の確立
●「小口定型商品」の推移（融資残高）

●「ＢＬＰ受付案件」の融資金額

上期実績

22

675
686

573

597

※スコアリング商品とは

お客さまのニーズにスピーディーにお応えする

最新の審査手法を活用した融資商品

前年同期の304百万円を
大幅に上回る実績

前年同期の304百万円を
大幅に上回る実績



個人ローン・預かり資産の推進に加え、クレジットカード分野への参入やダイレクトチャネルの活用等
お客さまのライフイベントに最適な提案を行い、利便性の向上を図る。

６６．．個人向け営業戦略（１）個人向け営業戦略（１）

●クレジットカード業務への参入

【銀行本体によるクレジットカード業務への参入】

お客さまのニーズを踏まえ、従来、当行関連会社が

担ってきたクレジットカード業務に銀行本体が参入

「営業統括部」内にクレジットカード事業にかかる専担

部署として【カード事業室】を設置し、新たな収益基盤

の拡大に向けた推進施策を展開

●「Ａｌｗａｙｓ」受付累計件数

23

～各ライフイベントにおいて、真っ先に「東邦へ」となる取組み～

10月 9日 １万件突破

10月26日 ２万件突破

10月末現在 ２万４千件

10月 9日 １万件突破

10月26日 ２万件突破

10月末現在 ２万４千件

大好評
大好評

※一部所定のお取引条件によります



5,288

5,049

5,401

4,371

4,600
4,745

4,000

4,500

5,000

5,500

17/9末 18/9末 19/9末

個人ローン うち住宅ローン

1,307

1,193

1,075

947

500

1,000

1,500

18/3末 18/9末 19/3末 19/9末

６６．．個人向け営業戦略（２）個人向け営業戦略（２）
福島県内６ヶ所におけるローン専門店の個人ローン残高が順調に推移したことにより、当行全体の
個人ローン残高は前年同期比１１２億円増加。

●個人ローンの推進

さまざまな金利ニーズに対応した３つの住宅ローン金利優遇

①当初期間金利優遇、②全期間金利優遇、③全期間固定金利優遇

「３大疾病特約付団体信用生命保険」付住宅ローンの取扱い

「少子高齢化」「環境保護対策」に配慮した金利優遇

福島県とのタイアップによる「二地域居住」の促進支援

アパートローンの商品見直しおよび全期間優遇金利制度の導入

ローンプラザ福島支店・ローンプラザ会津支店の相談ブースを増設

住宅関連業者との提携による金利優遇

当行取引先との職域提携（従業員等への金利優遇）

＜６２グループ、９９社＞

【お客さまのニーズを適切に捉えた商品内容の拡充】

【アパートローン推進体制の強化】

●ローン専門店における融資残高の推移

（億円）

【住宅関連業者等との提携拡大】

【ローン専門店の機能強化】

24

●個人ローン残高の推移

（億円）



６．個人向け営業戦略（３）６．個人向け営業戦略（３）

預かり資産の相談窓口の整備やインターネット投信の購入手数料キャッシュバックの通年化等により、
これまで以上にお客さまが投資商品を安心してご購入できる態勢の整備を進めております。

●個人預金・預かり資産の推進 ●本店営業部「預かり資産相談ブース」

宝くじ付定期預金の取扱開始（１９年１０月～）

投資信託全３４ファンド、年金保険全１２種類を取扱中
（１９年１１月現在）

各地区の金融商品販売を支援する「女性マネーアドバイザー
【ＭＡ】」を配置（１９年１０月）

預かり資産相談ブースの増設

インターネット投資信託の取扱手数料キャッシュバックの
通年化

ご退職予定者さま向けセミナーの開催
・ 「Ｎｅｗステージサポートセミナー」（１９年２～３月開催）

退職金専用定期預金の取扱開始
・ 「Ｎｅｗステージサポートプラン」(１９年３月～）

投資信託ファンド運用報告会の開催(１９年８月）

休日資産運用相談会の実施（１９年度上期５回開催）

【様々なニーズへ対応する豊富な商品ラインナップ】

【団塊の世代マーケットへの対応】

【預かり資産販売態勢の整備】

【お客さま向け報告会・相談会の実施】

●宝くじ付定期預金の取扱開始

25



環境融資関連 三菱東京ＵＦＪ銀行

地域社会貢献融資 みずほコーポレート銀行

地域における企業再生・ 日本政策投資銀行

ベンチャー支援 商工組合中央金庫

中小企業金融公庫

確定拠出年金業務 東京海上日動火災保険

融資業務全般 あおぞら銀行

当行主催の「ふくしまフードフェア 2007」の開催

（９１ブース、バイヤー６００人来店）

取引先向け「新入社員研修会」の実施

企業立地ローンの全面改訂による融資枠の拡大

（融資金額３億円→１０億円）

創業・新事業支援として当行出資のベンチャーキャピタル

との連携強化（当行出資額２億円）

中堅・中小企業に対する外部格付取得支援への取組み

として、 Ｓ＆Ｐ社の「日本ＳＭＥ格付け」の取扱を開始

７７．．地域活性化への取組み地域活性化への取組み
取引先企業の様々なニーズに応じた経営相談・支援等に積極的に取組み、活力ある地域社会の実現を目指す。

商品在庫や、売掛金を一体として担保とする流動資産

一体型融資（ＡＢＬ）を政府系金融機関との協調で実施

政府系金融機関と協調したＥＸＩＴファイナンスの実施

ＲＣＣ（整理回収機構）、中小企業再生支援協議会の活用

経営改善協議会を１６０回実施（１９年度上期）

●経営改善・事業再生支援の主な取組み実績

【事業再生への積極的かつ多面的な取組み】

●地域活性化に関する主な取組み実績

【取引先企業の成長支援に向けた様々な取組み】 【地域活性化へ向けたさまざまな業務提携の展開】

●業務提携に関する実績

食の商談会「ふくしまフードフェア 2007」
（ ビッグパレットふくしま ） 26



８８．．ＣＳＲへの取組みＣＳＲへの取組み

尾瀬保護財団への信託報酬の寄付

金融経済教育活動として、「ＴＯＨＯ親子金融教室」を開催

福島学院大学における「人材寄付講座」での講義の実施

裁判員制度の実施に向け特別休暇制度を新設

ＣＳＲへ積極的に取組む企業に対する融資金利の優遇実施

社会貢献者表彰制度による、従業員および退職者の地域社会

への貢献活動の表彰

小さな親切運動による福島県内の「クリーン作戦」等の実施

財団法人東邦育英会による奨学金の支給

※ＣＳＲ（Corporate Social Responsibility）…「企業の社会的責任」

「法令等遵守」「商品・サービスの提供」「収益確保と納税」「株主利益の保護」「地域への貢献」等を通じ、
“企業”としての社会的責任を積極的に果たしてまいります。

●環境面への取組み
●ＣＳＲへの取組み

【当行のさまざまなＣＳＲ活動】

・平成１８年５月より尾瀬保護地区の自然環境保護に
貢献する投資信託の販売を開始
・平成１９年６月、信託報酬の一部を尾瀬保護財団へ寄付

●社会面への取組み

・金融経済教育活動として 「ＴＯＨＯ親子金融教室」 を
開催（親子２１組、４４名参加）
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９９．．株主の皆さまへの還元株主の皆さまへの還元

●一株あたりの価値を高めるため、安定配当を基本と

しつつ、業績を勘案した配当を実施いたします。

●当面は、配当性向を２０％以上とした配当を実施

いたします。

●一株あたりの価値を高めるため、安定配当を基本と

しつつ、業績を勘案した配当業績を勘案した配当を実施いたします。

●当面は、配当性向を２０％以上配当性向を２０％以上とした配当を実施

いたします。

地方銀行として求められる公共性と健全性確保の観点から、引き続き内部留保の充実に努める一方、
株主の皆さまからの信頼に可能な限りお応えするため、安定配当を基本としながらも、業績を勘案した
配当を実施いたします。

●配当方針 ●自己株式の取得

●株主還元の観点から自己株式の取得枠の設定を

実施いたします。

●株主還元の観点から自己株式の取得枠の設定自己株式の取得枠の設定を

実施いたします。

＜自己株式取得枠の設定＞

●取得する株式の種類

当行普通株式

●取得する株式の総数

２，０００，０００株

（発行済株式総数の約０．８９％）

●株式の取得価額の総額

１０億円

●株式の取得期間

平成１９年１１月１９日～

平成２０年３月１３日まで

＜自己株式取得枠の設定＞

●取得する株式の種類

当行普通株式

●取得する株式の総数

２，０００，０００株

（発行済株式総数の約０．８９％）

●株式の取得価額の総額

１０億円

●株式の取得期間

平成１９年１１月１９日～

平成２０年３月１３日まで

5.0

5.5

6.0 6.0

20.5
21.922.522.0

4.5

5.0

5.5

6.0

6.5

17/3期 18/3期 19/3期 20/3期（予）

0.0

10.0

20.0

30.0

１株当たり配当金 配当性向
（円） （％）
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１０１０．．その他その他

東邦銀行は、これからも“ふくしま”の発展とお客さまの豊かな暮らしづくりの
ために力を尽くしてまいりますので、最寄の支店、もしくは下記のご連絡先へ、
お気軽にご相談下さい。

●事業資金のご相談
・ビジネスローンプラザ ０１２０－１０４７－１７

●個人向けローンのご相談
・「福島」「郡山」「須賀川」「会津」「いわき」「白河」の個人向けローン専門店 ０１２０－６０８－１０４

●苦情等の受付窓口
・「お客さま相談室」 ０２４－５２３－３１３１

トーホーならトーホーなら いーないーな

ローンはローンは トーホートーホー

本資料には、将来の業績に係る記
述が含まれておりますが、こうした
記述は、将来の業績を保証するもの
ではありません。
将来の業績は、経営環境等の変化
等により異なる可能性がありますの
でご留意ください。

＜本資料に関するお問い合わせ先＞

東邦銀行 総合企画部

TEL ０２４－５２３－３１３１

FAX ０２４－５２４－１４２５
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